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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第101期

第３四半期連結
累計期間

第102期
第３四半期連結
累計期間

第101期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

営業収益 (千円) 6,546,235 6,108,897 8,830,142

経常利益又は経常損失(△) (千円) △80,077 71,324 △142,589

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △140,454 44,062 △410,805

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △191,063 67,081 △416,712

純資産額 (千円) 6,166,320 6,007,308 5,940,576

総資産額 (千円) 8,686,187 9,922,423 9,190,034

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △141.27 44.32 △413.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.0 60.5 64.6
 

　

回次
第101期

第３四半期連結
会計期間

第102期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △43.76 67.77
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等を含めておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．平成29年10月１日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合をおこなっております。前連結会

計年度の期首に当該株式併合がおこなわれたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は四半期(当期)純損

失金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社経営陣は、当第３四半期連結累計期間の財政状態および経営成績に関し、以下の分析をおこないました。

なお、文中における将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間末（平成29年12月31日）現在において判断し

たものであり、不確実性が内在されていますので、将来生じる実際の結果と相当程度異なる可能性があります。

(1) 業績の状況

① 一般概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融緩和政策により企業収益や雇用環境

が改善し、国内の個人消費や設備投資にも持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復基調で推移しました。一方、

海外では地政学リスクの高まりや欧米各国における政策運営が懸念され、景気の先行きが不透明な状況は継続し

ております。

当社グループの属する物流業界は、依然として、顧客の物流コスト圧縮の要請と業者間の過当競争による料金

低下が見られるほか、運賃仕入コストの増加、人手不足ならびに労務コストの上昇といった事業環境にある中、

物流業務にかかる高度な業務品質の維持・向上を迫られ、期待利益の確保が厳しい状況が続いております。

こうした状況の中で、グループ各社はそれぞれの事業分野や地域において競争力を高め、収益力の向上と期待

利益の確保を図るため、新規顧客の獲得と既存顧客の業務拡大に注力しつつ、業務品質の維持・向上にかかる業

務の効率化に取組みました。また、東京都大田区所在の平和島新倉庫が平成29年６月から賃貸を開始したほか、

継続的な黒字化を図ることを目的とした構造改善施策の実施により、不採算取引の見直しや事業拠点の再編によ

る倉庫事業にかかる操業度・稼働率の良化、運送事業における赤字事業であった「共同配送事業（まごころ便の

一部）」の廃止による収支の改善、併せて事業縮小にともなう労務コストの削減を図りました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は、上海現地法人の新規顧客獲得効果が見られたものの、不

採算取引の見直しによる影響が大きく、前年同期間と比較して、6.7％減の61億８百万円の計上となりました。一

方損益面では、運賃仕入コストや労務コストの上昇、営業収益が減少したことによる影響がありましたが、前連

結会計年度末に実施された構造改善施策による営業原価の削減効果が見られたことから、営業損益および経常損

益の両面で黒字に転換いたしました。営業損益は前年同期間と比較して１億54百万円良化し、73百万円の営業利

益（前年同期間は80百万円の営業損失）、経常損益は１億51百万円良化し、71百万円の経常利益（前年同期間は

80百万円の経常損失）となりました。さらに、親会社株主に帰属する四半期純損益は44百万円の親会社株主に帰

属する四半期純利益（前年同期間は１億40百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。
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② 報告セグメントの概況

Ａ．総合物流事業におきましては、上海現地法人の新規顧客獲得効果が見られたものの、不採算取引の見直しの

影響により、営業収益は前年同期間と比較して6.2％減の59億50百万円となりました。営業総利益は、構造改善

施策による営業原価の削減効果等が見られたことから、前年同期間と比較して29.8％増の６億88百万円となり

ました。

Ｂ．運送事業におきましては、当事業が、総合物流事業に対する運送分野を担っております。運送事業における

赤字事業であった「共同配送事業（まごころ便の一部）」の廃止により収支改善を図ったことから、営業収益

は前年同期間と比較して56.9％減の２億96百万円となりました。しかしながら、営業総利益はその収支改善効

果があったことから、22百万円（前年同期間は５百万円の営業総損失）となりました。

Ｃ．流通加工事業におきましては、当事業が、主に、総合物流事業に対する流通加工（倉庫内オペレーション）

分野を担っており、国内流通加工業務の取扱減少があったことから、営業収益は前年同期間と比較して2.6％減

の８億50百万円となりました。また、営業総利益は、構造改善施策にともなう労務コストの削減を図ったもの

の、人手不足にともなう全般的な労務コストの上昇や、業務取扱量が減少したことによる影響により、前年同

期間と比較して2.5％減の62百万円となりました。

（注） 上記営業収益は、セグメント間取引消去前の金額で記載しております。

 

(2) 財政状態の分析

① 資産

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ７億32百万円（8.0％）増加し、99億22百万

円となりました。

この主な要因は、現金及び預金が２億55百万円、受取手形及び売掛金が１億２百万円減少したことのほか、平

和島新倉庫の建替が完了したことにともない、有形固定資産の建設仮勘定が４億89百万円減少し、建物及び構築

物が15億74百万円増加したことによるものであります。

② 負債

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ６億65百万円（20.5％）増加し、39億15百万

円となりました。

この主な要因は、長期借入金が15億45百円増加した一方で、支払手形及び営業未払金が１億32百万円、短期借

入金が90百万円、１年内償還予定の社債が５億円、流動負債の「その他」の項目において１億５百万円がそれぞ

れ減少したことによるものであります。

③ 純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ66百万円（1.1％）増加し、60億７百万円と

なりました。

この主な要因は、利益剰余金が当第３四半期連結累計期間に親会社株主に帰属する四半期純利益44百万円を計

上したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,700,000

計 2,700,000
 

(注) 平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株とす

る株式併合に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は23,691,000株減少し、2,700,000株となっておりま

す。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,054,513 同左
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 1,054,513 同左 ― ―
 

(注) １．平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株

に併合いたしました。これにより、発行済株式総数は9,490,620株減少し、1,054,513株となっております。

２．平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日
(注)

△9,490 1,054 ― 2,133,280 ― 2,170,568
 

(注) 平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併

合いたしました。これにより、発行済株式総数は9,490,620株減少し、1,054,513株となっております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

できないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)にもとづく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   603,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,896,000 9,896 ―

単元未満株式 普通株式    46,133 ― ―

発行済株式総数 10,545,133 ― ―

総株主の議決権 ― 9,896 ―
 

(注) 平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株とする株式併合お

よび1,000株を100株とする単元株式数の変更をおこなっております。これにより、株式併合後の発行済株式総

数は9,490,620株減少し、1,054,513株となっております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

タカセ株式会社
東京都港区新橋一丁目
10番９号

603,000 ― 603,000 5.72

計 ― 603,000 ― 603,000 5.72
 

(注)　平成29年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で10株を１株とする株式併合お

よび1,000株を100株とする単元株式数の変更をおこなっております。当第３四半期会計期間末（平成29年12月

31日）現在の自己株式数は、60,507株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)にもとづいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)にかかる四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,395,407 2,139,557

  受取手形及び売掛金 1,077,617 975,311

  原材料及び貯蔵品 11,862 11,370

  前払費用 61,498 36,279

  繰延税金資産 11,728 4,110

  未収法人税等 655 6,133

  未収消費税等 39,604 107,865

  その他 175,821 228,759

  貸倒引当金 △218 △199

  流動資産合計 3,773,977 3,509,189

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 8,199,487 9,702,996

    減価償却累計額 △6,386,871 △6,367,822

    減損損失累計額 △105,165 △53,161

    建物及び構築物（純額） 1,707,450 3,282,012

   機械装置及び運搬具 2,068,315 1,942,389

    減価償却累計額 △1,968,855 △1,844,241

    減損損失累計額 △575 △575

    機械装置及び運搬具（純額） 98,883 97,572

   土地 1,574,272 1,574,272

   建設仮勘定 489,174 -

   その他 457,023 430,702

    減価償却累計額 △412,622 △393,779

    減損損失累計額 △414 △92

    その他（純額） 43,986 36,829

   有形固定資産合計 3,913,767 4,990,686

  無形固定資産   

   借地権 458,486 458,486

   その他 109,156 92,784

   無形固定資産合計 567,643 551,271

  投資その他の資産   

   投資有価証券 532,049 569,837

   繰延税金資産 14,031 14,720

   その他 397,325 294,827

   貸倒引当金 △8,759 △8,109

   投資その他の資産合計 934,646 871,275

  固定資産合計 5,416,057 6,413,233

 資産合計 9,190,034 9,922,423
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 522,414 ※  389,861

  短期借入金 570,000 470,000

  1年内返済予定の長期借入金 210,000 220,000

  1年内償還予定の社債 500,000 -

  未払費用 137,054 117,561

  未払法人税等 17,645 17,730

  賞与引当金 44,724 18,100

  役員賞与引当金 - 4,500

  その他 195,887 90,863

  流動負債合計 2,197,726 1,328,618

 固定負債   

  長期借入金 450,000 1,995,000

  役員退職慰労引当金 71,004 61,558

  退職給付に係る負債 461,803 463,689

  繰延税金負債 35,117 50,061

  その他 33,807 16,187

  固定負債合計 1,051,732 2,586,497

 負債合計 3,249,458 3,915,115

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,133,280 2,133,280

  資本剰余金 2,170,568 2,170,568

  利益剰余金 1,683,972 1,728,034

  自己株式 △159,383 △159,732

  株主資本合計 5,828,438 5,872,151

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 52,597 78,822

  為替換算調整勘定 59,540 56,334

  その他の包括利益累計額合計 112,138 135,157

 純資産合計 5,940,576 6,007,308

負債純資産合計 9,190,034 9,922,423
 

EDINET提出書類

タカセ株式会社(E04354)

四半期報告書

 9/17



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

営業収益 6,546,235 6,108,897

営業原価 5,976,996 5,352,516

営業総利益 569,239 756,381

販売費及び一般管理費 650,230 682,996

営業利益又は営業損失（△） △80,990 73,385

営業外収益   

 受取利息 2,091 1,925

 受取配当金 4,283 19,437

 受取賃貸料 2,847 2,822

 補助金収入 3,179 2,204

 その他 4,381 10,992

 営業外収益合計 16,783 37,383

営業外費用   

 支払利息 10,410 25,522

 為替差損 2,170 383

 支払補償費 1,817 2,157

 抵当権設定費用 - 6,623

 その他 1,471 4,756

 営業外費用合計 15,870 39,444

経常利益又は経常損失（△） △80,077 71,324

特別利益   

 固定資産売却益 13 10,396

 特別利益合計 13 10,396

特別損失   

 固定資産除売却損 1,384 5,363

 環境対策費 38,000 -

 保険解約損 4,591 2,039

 その他 36 -

 特別損失合計 44,011 7,403

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△124,075 74,318

法人税、住民税及び事業税 11,995 19,946

法人税等調整額 4,383 10,310

法人税等合計 16,378 30,256

四半期純利益又は四半期純損失（△） △140,454 44,062

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△140,454 44,062
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △140,454 44,062

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 18,659 26,225

 為替換算調整勘定 △69,268 △3,205

 その他の包括利益合計 △50,609 23,019

四半期包括利益 △191,063 67,081

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △191,063 67,081
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

支払手形 ―千円 4,566千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間にかかる四半期連結キャッシュ・フロー計算書は、作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間にかかる減価償却費（無形固定資産にかかる償却費を含む。）は次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 184,578千円 225,537千円
 

 

(株主資本等関係)

１．前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

① 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 49,711 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

② 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

     該当事項はありません。

 
２．当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

① 配当金支払額

前連結会計年度の期末配当は無配につき、該当事項はありません。

 

② 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

     該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

① 報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計

総合物流事業 運送事業 流通加工事業 計

営業収益       

 外部顧客への営業収益 6,345,652 75,787 99,933 6,521,373 24,862 6,546,235

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

△3,152 611,958 773,469 1,382,275 89,890 1,472,165

計 6,342,500 687,745 873,402 7,903,649 114,752 8,018,401

セグメント利益 530,209 △5,984 64,222 588,448 13,318 601,766
 

 

 
調整額
(注)２

四半期連結損益計算書
計上額(注)３

営業収益   

 外部顧客への営業収益 - 6,546,235

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

△1,472,165 -

計 △1,472,165 6,546,235

セグメント利益 △32,527 569,239
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備保障事業等であります。

２．セグメント利益の調整額△32,527千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業総利益と調整をおこなっております。

 

② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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２．当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

① 報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計

総合物流事業 運送事業 流通加工事業 計

営業収益       

 外部顧客への営業収益 5,951,047 47,983 86,766 6,085,796 23,100 6,108,897

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

△632 248,499 763,942 1,011,809 73,547 1,085,356

計 5,950,414 296,482 850,708 7,097,605 96,648 7,194,254

セグメント利益 688,229 22,174 62,629 773,033 13,748 786,781
 

 

 
調整額
(注)２

四半期連結損益計算書
計上額(注)３

営業収益   

 外部顧客への営業収益 ― 6,108,897

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

△1,085,356 ―

計 △1,085,356 6,108,897

セグメント利益 △30,400 756,381
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備保障事業等であります。

２．セグメント利益の調整額△30,400千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業総利益と調整をおこなっております。

 

② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) △141円27銭 44円32銭

 (算定上の基礎)   

  親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△140,454 44,062

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

  普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△140,454 44,062

  普通株式の期中平均株式数(千株) 994 994
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合をおこなっておりま

す。前連結会計年度の期首に当該株式併合がおこなわれたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は四半

期純損失金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

タカセ株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   野   信   行   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   福   田   慶   久   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカセ株式会社

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカセ株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保

管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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